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回次
第８期

第１四半期
連結累計期間

第９期
第１四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
2022年４月１日から
2022年６月30日まで

2023年４月１日から
2023年６月30日まで

2022年４月１日から
2023年３月31日まで

売上高 （百万円） 586,698 485,224 2,827,522

経常利益 （百万円） 36,107 48,958 71,978

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 26,429 35,884 96,688

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 25,894 39,340 85,390

純資産額 （百万円） 1,036,676 1,032,378 1,096,088

総資産額 （百万円） 6,835,714 6,855,836 7,032,558

１株当たり四半期（当期）純

利益
（円） 567.16 770.05 2,074.85

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 15.1 15.0 15.6

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３．「第４　経理の状況　１四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より、当社において電力の周波数制御、需給バランス調整に必要となる調整力取引のうち、

下げ調整に係る取引について計上方法を変更しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度は当

該取扱いを反映した遡及適用後の数値を記載している。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社10社及び関連会社15社（2023年６月30日現在）で構成

され、電気事業を中心とする事業を行っている。

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な

関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　当第１四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べ1,767億円減少し、６兆8,558億円となった。こ

れは、関係会社短期債権が減少したことなどによるものである。

　当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ1,130億円減少し、５兆8,234億円となった。こ

れは、有利子負債が減少したことなどによるものである。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ637億円減少し、１兆323億円となった。これ

は、配当金の支払いなどによるものである。この結果、自己資本比率は15.0％と前連結会計年度末に比べ0.6ポイ

ント低下した。

②経営成績

　当第１四半期連結累計期間の託送収入は、前年同四半期比11.6％減の3,449億円となった。これに他社販売電力

料などを加えた売上高は同17.3％減の4,852億円、経常収益は同16.9％減の4,924億円となった。

　一方、当第１四半期連結累計期間の経常費用は、電気調達費用が減少したことなどにより、前年同四半期比

20.3％減の4,434億円となった。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の経常利益は、前年同四半期比35.6％増の489億円となり、親会社株主に

帰属する四半期純利益は、同35.8％増の358億円となった。

　なお、当社グループは単一セグメントであるため、セグメント毎の記載をしていない。

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はな

い。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した課題はない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した課題について重要な変更はない。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、1,666百万円である。

　当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

　なお、当社グループは単一セグメントであるため、セグメント毎の記載をしていない。
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種別
2023年度第１四半期

（百万円）
前年同四半期比

（％）

託送収益 344,915 88.4

種別
2023年度第１四半期

（百万ｋＷｈ）
前年同四半期比

（％）

使用端電力量 57,314 94.2

件名 最高電圧（ｋＶ） 増加出力（ＭＶＡ） 着工 運転開始

新京葉変電所

変圧器増設
500 450 2022年５月 2023年６月

(5）生産及び販売の実績

　当社グループは、主に送配電に関する電気事業が連結会社の事業の大半を占めており、また、電気事業以外の製

品・サービスは多種多様であり、受注生産形態をとらない製品も少なくないため、生産及び販売の実績について

は、電気事業のみを記載している。

　なお、送配電に関する電気事業については、当社供給区域需要を四半期ごとに比較すると、冷暖房需要によって

増加する第２四半期・第４四半期と比べて、第１四半期・第３四半期は相対的に低水準となる特徴がある。

①　託送収入実績

②　当社供給区域使用端電力量実績

(6）設備の状況

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、除却等について、当第１四半期連結累計期間に重

要な変更はない。また、当第１四半期連結累計期間に新たに確定した主要な設備の新設、除却等の計画はない。

　なお、前連結会計年度末における主要な設備の新設等の計画の当第１四半期連結累計期間の完了分は、次のとお

りである。

（変電設備）

（注）　新京葉変電所の変電設備の出力は7,500MVAとなった。
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契約締結先 内容 契約締結日 契約期間

東京電力ホールディングス株式会社 廃炉事業のための資金の支払 2018年３月30日

2018年３月30日から

2027年３月31日まで

以後１年ごとの自動更新

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。

　なお、当社は2017年度において、下記のとおり廃炉等負担金に係る契約「福島第一原子力発電所の廃炉等に係る費

用に関する負担契約書」を締結している。

（注）東京電力ホールディングス株式会社からの通知書に基づき、2022年度の廃炉等負担金として1,212億円を

計上。なお、2023年度の廃炉等負担金については、当第１四半期連結累計期間には計上していない。

- 5 -
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 46,600,100

計 46,600,100

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 46,600,100 46,600,100 非上場 （注１、２）

計 46,600,100 46,600,100 － －

②【発行済株式】

　（注）１．当社の株式を譲渡により取得するには、株主総会の承認を要する旨定款に定めている。

２．当社は、単元株制度は採用していない。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項なし。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。

年月日
発行済株式総数
増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2023年４月１日

～

2023年６月30日

－ 46,600,100 － 80,000 － 20,000

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。

2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,600,100 46,600,100
「１(1)②発行済株

式」の記載を参照

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 46,600,100 － －

総株主の議決権 － 46,600,100 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

　該当事項なし。

２【役員の状況】

　該当事項なし。

- 7 -

2023/08/09 12:38:50／22964598_東京電力パワーグリッド株式会社_第１四半期報告書



第４【経理の状況】

　１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に準拠し「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成している。

　２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

- 8 -
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

固定資産 4,900,157 4,902,596

電気事業固定資産 4,165,400 4,151,214

送電設備 1,371,484 1,359,390

変電設備 636,822 634,864

配電設備 2,067,690 2,069,375

業務設備 77,406 75,784

その他の電気事業固定資産 11,997 11,798

その他の固定資産 37,924 37,837

固定資産仮勘定 251,135 269,559

建設仮勘定及び除却仮勘定 251,135 269,559

投資その他の資産 445,696 443,984

長期投資 46,905 43,188

退職給付に係る資産 81,570 82,535

繰延税金資産 87,893 83,967

その他 230,545 235,436

貸倒引当金（貸方） △1,219 △1,143

流動資産 2,132,401 1,953,240

現金及び預金 38,046 25,554

受取手形、売掛金及び契約資産 208,543 172,420

棚卸資産 46,326 43,823

関係会社短期債権 1,718,607 1,538,907

その他 133,537 184,619

貸倒引当金（貸方） △12,660 △12,084

合計 7,032,558 6,855,836

負債及び純資産の部

固定負債 3,112,721 3,164,575

社債 2,825,365 2,883,614

退職給付に係る負債 180,957 176,093

その他 106,398 104,867

流動負債 2,823,748 2,658,883

１年以内に期限到来の固定負債 471,944 382,007

短期借入金 ※２ 1,725,141 ※２ 1,728,625

支払手形及び買掛金 116,294 68,026

未払税金 52,213 54,342

関係会社短期債務 197,765 180,872

その他 260,387 245,008

負債合計 5,936,469 5,823,458

株主資本 1,097,796 1,030,721

資本金 80,000 80,000

資本剰余金 700,658 700,658

利益剰余金 317,138 250,063

その他の包括利益累計額 △4,019 △695

その他有価証券評価差額金 6,458 8,329

土地再評価差額金 △2,787 △2,867

為替換算調整勘定 326 686

退職給付に係る調整累計額 △8,017 △6,843

非支配株主持分 2,311 2,352

純資産合計 1,096,088 1,032,378

合計 7,032,558 6,855,836

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(2022年４月１日から
　2022年６月30日まで)

 当第１四半期連結累計期間
(2023年４月１日から
　2023年６月30日まで)

営業収益 586,698 485,224

電気事業営業収益 568,451 466,885

その他事業営業収益 18,246 18,339

営業費用 545,367 431,845

電気事業営業費用 530,012 415,716

その他事業営業費用 15,354 16,128

営業利益 41,331 53,379

営業外収益 5,802 7,197

受取配当金 2 1

受取利息 2,520 2,363

持分法による投資利益 2,422 2,365

その他 857 2,467

営業外費用 11,026 11,617

支払利息 10,166 10,981

その他 860 636

四半期経常収益合計 592,501 492,422

四半期経常費用合計 556,393 443,463

経常利益 36,107 48,958

税金等調整前四半期純利益 36,107 48,958

法人税、住民税及び事業税 2,052 9,559

法人税等調整額 7,600 3,463

法人税等合計 9,653 13,022

四半期純利益 26,454 35,936

非支配株主に帰属する四半期純利益 24 51

親会社株主に帰属する四半期純利益 26,429 35,884

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

 前第１四半期連結累計期間
(2022年４月１日から
　2022年６月30日まで)

 当第１四半期連結累計期間
(2023年４月１日から
　2023年６月30日まで)

四半期純利益 26,454 35,936

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 21 △3

為替換算調整勘定 － 326

退職給付に係る調整額 △1,059 1,173

持分法適用会社に対する持分相当額 478 1,908

その他の包括利益合計 △559 3,404

四半期包括利益 25,894 39,340

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 25,870 39,288

非支配株主に係る四半期包括利益 24 51

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

調整力取引に係る会計処理の変更

調整力取引は、発電事業者や小売電気事業者の電力実績が計画値同時同量を達成できず電力の過不足が発生した際

に、電力の周波数制御、需給バランス調整のため、一般送配電事業者が調整力提供事業者へ指令を行うことで発生する

ものである。

上げ調整は、供給区域の需要に対して供給する電気が不足となった場合に電気の供給を増加させる取引、下げ調整

は、供給区域の需要に対して供給する電気が余剰となった場合に電気の供給を抑制させる取引である。

当社は、一般送配電事業者として、調整力取引の制度導入当初より、下げ調整は上げ調整と一体の取引と捉え、営業

費用の戻入れとして会計処理していた。

この度、レベニューキャップ制度の導入や市場環境の変化等を契機に、調整力取引を総合的に再精査した結果、上げ

調整は調整力提供事業者より電力の供給を受ける取引、下げ調整は調整力提供事業者に電力を販売する取引と、それぞ

れ別個の取引と捉え下げ調整を収益とすることが、レベニューキャップ制度における申請内容との整合や他社との比較

可能性向上等の観点からより適切な会計処理であると判断し、当第１四半期連結会計期間より営業収益に計上する方法

に変更している。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第１四半期連結累計期間については遡及適用後の四半期連結財務諸表となっ

ている。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の営業収益及び営業費用はそれぞれ、57,631百万

円増加しているが、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はない。

（追加情報）

廃炉円滑化負担金

電事法施行規則第45条21の11の規定に基づき、経済産業大臣からの通知を受け、2020年10月１日を実施期日として託

送供給等約款の変更を行い、廃炉円滑化負担金の回収及び東京電力ホールディングス株式会社への払渡しを行ってい

る。

なお、廃炉円滑化負担金は電気事業会計規則に基づき、回収した廃炉円滑化負担金を託送収益として計上するととも

に、発電事業者へ払い渡した廃炉円滑化負担金を廃炉円滑化負担金相当金として計上している。

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2023年６月30日）

イ　東京電力ホールディングス株式会社の

金融機関からの借入金等に対する保証債

務

324,443百万円 724,423百万円

ロ　従業員の持ち家財形融資等による金融

機関からの借入金に対する保証債務
46,698 45,209

　（うち、当社以外にも連帯保証人がいる

保証債務）
（46,067） （44,603）

計 371,142 769,633

（四半期連結貸借対照表関係）

　１．偶発債務

保証債務

　２．財務制限条項

前連結会計年度（2023年３月31日）及び当第１四半期連結会計期間（2023年６月30日）

当社の借入金の一部には、当社の財政状態、経営成績に係る財務制限条項が付されている。
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（四半期連結損益計算書関係）

　季節的変動

前第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（2023年４月

１日から2023年６月30日まで）

　送配電に関する電気事業については、売上高において当社供給区域需要を四半期ごとに比較すると、冷暖房需要に

よって増加する第２四半期・第４四半期と比べて、第１四半期・第３四半期は相対的に低水準となる特徴がある。

前第１四半期連結累計期間
（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）

当第１四半期連結累計期間
（2023年４月１日から

2023年６月30日まで）

減価償却費 55,710百万円 57,229百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 72,908 1,564.55 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月28日

定時株主総会
普通株式 103,040 2,211.16 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

　前第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）

配当金支払額

　当第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）

配当金支払額

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（2023年４月

１日から2023年６月30日まで）

当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略している。

前第１四半期連結累計期間
（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）

当第１四半期連結累計期間
（2023年４月１日から

2023年６月30日まで）

電気事業営業収益 568,451百万円 466,885百万円

不動産賃貸事業営業収益 1,435 1,464

その他事業営業収益 16,810 16,875

合計 586,698 485,224

（収益認識関係）

（注）１．顧客との契約以外の源泉から生じた収益の額に重要性はないため、顧客との契約から生じる収益との区分表示

はしていない。

また、不動産賃貸事業営業収益は、主にリース取引に関する会計基準等を適用して認識している。

２．四半期連結財務諸表「注記事項（会計方針の変更)」に記載のとおり、当社において電力の周波数制御、需給

バランス調整に必要となる調整力取引のうち、下げ調整に係る取引については、当第１四半期連結会計期間よ

り営業費用の戻入れから営業収益に計上する方法に変更している。

この変更により、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の電気事業営業収益は57,631百万円

増加している。
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前第１四半期連結累計期間
（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）

当第１四半期連結累計期間
（2023年４月１日から

2023年６月30日まで）

１株当たり四半期純利益 567円16銭 770円05銭

前第１四半期連結累計期間
（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）

当第１四半期連結累計期間
（2023年４月１日から

2023年６月30日まで）

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 26,429 35,884

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（百万円）
26,429 35,884

普通株式の期中平均株式数（株） 46,600,100 46,600,100

本文中の表記 法令等の名称

電事法施行規則 電気事業法施行規則（平成７年 通商産業省令第77号）

電気事業会計規則 電気事業会計規則（昭和40年 通商産業省令第57号）

リース取引に関する会計基準
リース取引に関する会計基準（企業会計基準第13号 平成19年３月30

日 企業会計基準委員会）

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

本文中で用いた法令等の略称は、以下のとおりである。

２【その他】

該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月10日

東京電力パワーグリッド株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 飯田　昌泰

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前川　和之

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京電力パワー

グリッド株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日

から2023年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京電力パワーグリッド株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど
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（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の

独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因

を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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